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特定医療費と生活保護の医療扶助の取扱いについて 

 

 

 時下益々御清栄のこととお慶び申し上げます。 

さて、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成２６年法律第５０号）に基づく

特定医療費と生活保護の医療扶助に係る取扱いについて、今般、厚生労働省社会・援護

局保護課及び健康局疾病対策課より、別添のとおり都道府県、指定都市及び中核市あて

に通知が発出されましたのでご連絡申し上げます。 

具体的には、現に特定医療費の支給認定を受けている者が生活保護開始となった場合

又は特定医療費の支給認定を受けている生活保護受給者が生活保護廃止となる場合には、

開始又は廃止となった日（以下、「生活保護開始日等」という。）以降、新たな所得区

分として取り扱うことを基本とするとされております。 

なお、生活保護開始日等から特定医療費（指定難病）受給者証（以下、「受給者証」

という。）の所得区分の差し替えまでの間に医療機関を受診した患者に係る自己負担額

の取扱いにつきましては、医療機関は基本的に患者が提示した受給者証に記載された自

己負担上限額に基づき請求すればよく、当該患者が受給者証の所得区分の差し替えまで

の間に支払った医療費については、都道府県から患者へ償還払いすることとなっており

ます。 

つきましては、貴会におかれましても本件についてご了知のうえ、貴会管内郡市区医

師会等に対する周知方について、ご高配のほどよろしくお願い申し上げます。 



 

事  務  連  絡 

平 成 ２ ７ 年 ７月１ 日   

 

 

公益社団法人 日本医師会 御中 

 

 

厚生労働省健康局疾病対策課 

 

 

特定医療費と生活保護の医療扶助の取扱いについて（周知依頼） 

 

 

日頃から厚生労働行政の推進に御尽力を賜り、厚く御礼申し上げます。 

今般、難病の患者に対する医療等に関する法律（平成 26 年法律第 50 号）に

基づく特定医療費と生活保護の医療扶助の取扱いについて、別添写しのとおり

都道府県、指定都市及び中核市宛に事務連絡を発出いたしました。 

つきましては、貴会より会員の方々への本取扱いの周知に特段のご配慮をい

ただきますようお願いいたします。 

また、医療機関での本取扱いに係る請求については、基本的には特定医療費

（指定難病）受給者証に記載の自己負担上限額に沿って請求いただき、生活保

護開始日から特定医療費（指定難病）受給者証の所得区分が差し替えられるま

での間に患者が支払った医療費については、都道府県から患者へ償還払いとな

ります。 

医療機関において患者の方から本取扱いについて照会があった場合等は、お

手数ですが、医療費助成の実施機関である都道府県に問い合わせて頂くようお

伝えいただきたい旨、併せて周知いただきますようお願いいたします。 

 

 

 

 

 

連絡先 

厚生労働省健康局疾病対策課 宮崎、松本 

  T e l：03-5253-1111（内 2982） 

E-mail：nanbyou22@mhlw.go.jp 
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事 務 連 絡  
平成２７年 ６月２５日 

 
   都道府県 
 各 指定都市           
   中 核 市  
 
各 都道府県 難病対策担当課 

 
   社会・援護局保護課   

      健康局疾病対策課 
 
 

特定医療費と生活保護の医療扶助の取扱いについて 

 

       

 日頃から厚生労働行政の推進に御理解、御協力をいただき、厚く御礼申し上げます。 

標記について、下記のとおり整理しましたので関係機関への周知方お願いいたします。 
 

記 
 

 現に特定医療費の支給認定を受けている者が生活保護開始となった場合、当該者の特

定医療費の所得区分については申請又は都道府県の職権により変更認定を行い、生活保

護開始日以降、「生活保護」として取り扱うことを基本とすること。 

特定医療費の支給認定を受けている生活保護受給者が生活保護廃止となる場合、特定

医療費の所得区分については申請又は都道府県の職権により、所得区分「生活保護」か

ら変更認定を行い、生活保護廃止日以降、新しい所得区分（「低所得Ⅰ」、「低所得者

Ⅱ」等）として取り扱うことを基本とすること。 

  また、医療機関での患者の自己負担額は、難病の医療受給者証の自己負担上限額に沿

った額となるため、福祉事務所においては、特定医療費の支給認定を受けている患者が

生活保護を開始する場合及び特定医療費の支給認定を受けている生活保護受給者が生

活保護を廃止する場合には、各都道府県の難病対策担当課あてに情報提供いただくよう

御協力願いたい。 

 

生活保護担当課 
御中 

厚生労働省 

写 
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○現に特定医療費の支給認定を受けている者が生活保護開始となった場合 

 

    4/1            4/10         4/20        5/1 

 

                   生活保護申請・  所得区分の変更    

                   開始日      申請日 

 

 ※生活保護開始日(4/10)から所得区分を「生活保護」とする。 

 

 

○現に特定医療費の支給認定を受けている生活保護受給者が生活保護廃止となる場合 

 

    4/1                       4/20        5/1 

 

                                   生活保護廃止日 

                               特定医療費の変更認定 

 

※生活保護廃止日(4/20)から、特定医療費においても所得区分「生活保護」 

を変更認定し、変更認定日以降新しい所得区分とする。 

 

 

 

 

              




